４　福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則

昭和６３年６月２８日規則３１制定　

最終改正　平成２４年１月１３日規則　第２号
（趣　旨）

第1条 　この規則は、福島県原子力発電所立地地域振興基金条例（昭和63年福島県条例第12号。以下「条例」という。）の規定に基づく福島県原子力発電所立地地域振興基金に属する現金（以下「資金」という。）の貸付けに関し必要な事項を定めるものとする。

（貸付対象事業）
第2条 　資金の貸付けは、次の各号のいずれかに該当する建設事業に必要な経費について行う。

一　交通通信施設の整備に係る事業

二　教育文化施設の整備に係る事業

三　厚生福祉施設の整備に係る事業

四　産業振興施設の整備に係る事業

五　その他知事が特に必要と認める事業

（貸付対象市町村等）
第3条 　条例第1条に規定する立地市町村等（以下「市町村等」という。）は、別表第1のとおりとする。

（貸付条件）

第4条 　条例第3条第1項に規定する貸付利率及び償還期間は、別表第2のとおりとする。

（貸付最低額等）

第5条 　資金の貸付けの最低額は、一件について100万円とし、一件の貸付金額には10万円未満の端数を付けないものとする。

（借入申請）

第6条 　資金の貸付けを受けようとする市町村等は、次に掲げる書類を添えて、福島県原子力発電所立地地域振興基金借入申請書（様式第1号）を知事に提出しなければならない。

一　事業実施状況報告書（様式第2号）

二　起債議決書の写し

三　その他知事が必要と認める書類

（貸付決定）
第7条 　知事は、前条に規定する申請書を受理したときはその内容を審査し、適当と認めたときは貸付けを決定し、当該申請書を提出した市町村等に通知するものとする。

（借用証書の提出）

第8条 　前条の規定による貸付決定の通知を受けた市町村等は、福島県原子力発電所立地地域振興基金借用証書（様式第3号）を知事に提出しなければならない。

（資金の返還）

第9条 　知事は、資金の貸付けを受けた市町村等（以下「借入市町村等」という。）が貸付けに係る事業の全部若しくは一部を実施しなかったとき、資金を目的以外に使用したとき又は資金により整備された施設を譲渡若しくは転用したときは、当該貸付けに係る資金の全部又は一部を速やかに返還させるものとする。

２　知事は、借入市町村等の貸付けに係る事業に要する経費が減少したときは、当該貸付けに係る資金の全部又は一部を返還させることができる。

（償還期日等）

第10条　資金の貸付けに係る元利金の償還の期日は、毎年3月25日（その日が民法（明治29年法律第89号）第142条に規定する休日又は土曜日に当たるときは、これらの日の翌日）とする。

２　前項に規定する償還は、福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書（様式第4号）により行うものとする。

（繰上償還）

第11条　借入市町村等は、繰上償還をしようとするときは、繰上償還をしようとする前条第1項に規定する日の属する年の前年の12月20日までに、福島県原子力発電所立地地域振興基金繰上償還申請書（様式第5号）を知事に提出しなければならない。

２　知事は、前項に規定する申請書を受理したときはその内容を審査し、適当と認めたときは繰上償還を承認し、当該市借入町村等に通知するものとする。

（延滞利息）

第12条　借入市町村等は、第10条第1項の規定により定めた償還の期日までに償還しなかったときは、当該償還の期日の翌日から償還の日までの日数に応じ、その延滞した額につき年8.25％の割合で計算した延滞利息を納付しなければならない。ただし、知事が災害その他やむを得ない理由があると認める場合はこの限りでない。

（債務の承継）

第13条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第7条第1項に規定する廃置分合又は境界変更により、借入市町村等から貸付けに係る債務を承継した市町村は、福島県原子力発電所立地地域振興基金債務承継報告書（様式第6号）により、速やかに知事に報告しなければならない。

２　借入市町村等及び借入市町村等から貸付けに係る債務を債務の引受けにより承継しようとする市町村（次項において「申請市町村等」という。）は、福島県原子力発電所立地地域振興基金債務承継承認申請書（様式第7号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

３　知事は、前項に規定する申請書を受理したときはその内容を審査し、適当と認めたときは債務の承継を承認し、申請市町村等に通知するものとする。

（関係書類の整備）

第14条　借入市町村等は、資金の借入れ及び償還の状況を明らかにする帳簿その他の関係書類を整備しておかなければならない。

（報告、検査及び指示）

第15条　知事は、必要があると認めるときは、借入市町村等に対し、貸付けに係る事業の施行状況及び前条の帳簿その他の関係書類の内容について報告を求め、検査を実施し、又は必要な指示を行うことができる。

（その他）

第16条　この規則に定めるもののほか、資金の貸付けについて必要な事項は、別に定める。

附　　　則　（昭和63年6月28日規則第31号）

１　この規則は、公布の日から施行する。

２　福島県市町村振興基金条例の一部を改正する条例（昭和63年福島県条例第11号）による改正前の福島県市町村振興基金条例（昭和39年福島県条例第17号）の規定により貸し付けられた同条例第2条第2項の貸付金は、条例の規定及びこの規則の規定により貸し付けられたものとみなす。ただし、利率、償還期間その他の貸付条件は、なお従前の例による。
３　別表第二区分の欄に掲げる特別資金及び普通資金として貸し付ける資金の額は、同表備考１及び２の規定にかかわらず、当分の間、知事が別に定める額とする。
附　　　則　（平成元年2月7日規則第11号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　　　則　（平成3年3月30日規則第37号）

１　この規則は、平成3年4月1日から施行する。

２　この規則の施行の際現に作成されている改正前の規則に定める様式による用紙は、当分の間、使用することができる。

附　　　則　（平成5年3月31日規則第33号）

この規則は、平成5年4月1日から施行する。

附　　　則　（平成6年3月29日規則第36号）

１　この規則は、公布の日から施行する。

２　改正後の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則別表第二の規定は、平成6年3月1日以降資金（同規則第1条に規定する資金をいう。以下同じ。）を立地町村等（福島県原子力発電所立地地域振興基金条例（昭和63年福島県条例第12号）第1条に規定する立地町村等をいう。以下同じ。）に貸し付ける場合における利率について適用し、同日前に資金を立地町村等に貸し付けた場合における利率については、なお従前の例による。

３　平成6年3月1日からこの規則の施行の日までの間において資金を立地町村等に貸し付けた場合において、改正後の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則別表第2の規定による貸付利率が、改正前の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則別表第2の規定による貸付利率を超えることとなるときは、前項の規定にかかわらず、当該貸付に係る貸付利率は、同表の規定による貸付利率とする。

附　　　則　（平成14年3月26日規則第24号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　　　則　（平成17年3月25日規則第31号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　　　則　（平成18年3月28日規則第35号）

この規則は、公布の日から施行する。

附　　　則　（平成19年3月20日規則第30号）抄
（施 行 期 日）

１　この規則は、平成19年４月１日から施行する。

（福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則の一部改正に伴う経過措置）

10　施行日前に第11条の規定による改正前の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則（次項及び第12項において「旧規則」という。）様式第４号（第１片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書により償還が行われた場合における施行日以後に送付されることとなる当該福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書に係る同様式（第２片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金領収済通知書は、第11条の規定による改正後の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則（第12項において「新規則」という。）様式第４号（第２片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金領収済通知書とみなす。

11　附則第４項に規定する場合においては、同項に規定する任期中に限り、旧規則第４号（第２片）の規定は、なおその効力を有する。

12　前項に規定する場合において、施行日から前項に規定する任期の末日までの間に旧規則様式第４号（第１片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書により償還が行われた場合における当該任期の末日の翌日以後に送付されることとなる当該福島県原子力発電所立地地域振興基金元利償還金納付書に係る同様式（第２片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金領収済通知書は、新規則様式第４号（第２片）による福島県原子力発電所立地地域振興基金領収済通知書とみなす。
この規則は、公布の日から施行する。

附　　　則　（平成23年2月4日規則第4号）
１　この規則は、公布の日から施行する。

２　この規則の施行の際現に貸し付けられている改正前の福島県原子力発電所立地地域振興基金貸付規則第一条に規定する資金については、なお従前の例による。
　　　附　　　則　（平成24年1月13日規則第2号）

１　この規則は、公布の日から施行する。

別表第一（第３条関係）
	貸　　付　　対　　象　　市　　町　　村　　等

	田村市　　南相馬市　　広野町　　楢葉町　　富岡町　　川内村　　大熊町　　双葉町　　浪江町　　葛尾村　　双葉地方広域市町村圏組合


備　考
　田村市にあつては市町村の廃置分合の件（平成17年総務省告示第63号）による廃置分合前の都路村の区域に係る事業、南相馬市にあつては市町の配置分合の件（平成17年総務省告示第852号）による配置分合前の小高町の区域に係る事業に限り、貸付対象市町村とする。
別表第二（第４条関係）
	区　　　　分
	貸　　付　　利　　率
	償　還　期　間

	特　　別　　資　　金
	無利子
	15年以内

	普　　通　　資　　金
	貸付日における財政融資資金法(昭和26年法律第100号)第10条第1項の規定により財政融資資金が地方公共団体に対し普通地方長期資金として貸し付けられる場合の貸付利率のうち償還期間10年(うち据置期間無)の元利均等年賦償還に対応する貸付利率の四分の一の利率（小数点第３位以下は切り捨てる｡）
	15年以内


備　考
１　「特別資金」として貸し付ける額は、福島県核燃料税条例（平成４年福島県条例第83号）第１条に定める核燃科税の収入を財源として、毎年度予算の範囲内で新規に積み立てる額とする。
２　「普通資金」として貸し付ける額は、毎年度の償還元利金の額とする。
３　　初年度の利息は、日割計算の方法により貸付日の翌日から計算するものとする。

この場合において、閏年にあっては、１年を366日として計算する。

PAGE  
63 
－  －

